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※外国人を含む、各年4月1日現在

第２章  子ども・子育てを取り巻く環境 

 

 

１ 人口・世帯の状況 

 

（１）人口の状況 

①総人口の推移 

松伏町の人口（各年４月１日現在）は微減傾向が続いており、平成２９年以降は    

３０，０００人を切っている。平成３１年の人口は２９，３７４人で、平成３０年と比較

して１．３９％の減少となった。 

 

人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②自然動態・社会動態 

自然動態については、出生は平成２４～２８年度には概ね１８０人前後で推移していたが、

平成２９年度には１４６人とやや少なくなっている。死亡は、平成２９年度には２７８人と

なっており、平成２４年度の２４８人と比較すると増加しているが、平成２６年度から平成

２９年度にかけてはほぼ横ばい傾向が続いている。 

社会動態については、転入は概ね９００人台で推移しており、平成２９年度は９１７人

であった。転出は平成２４年度から平成２５年度は１，１００人台であったが、平成２６

年度以降は概ね１，０００人前後で推移しており、平成２９年度は９８６人となっている。 

平成２４年度以降、自然動態については死亡が出生を上回っており、社会動態について

は転出が転入を上回っていることから、毎年度２００人前後の人口が減少している。 
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人口動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③年齢区分別人口割合 

平成３１年の総人口に占める年少人口（０～１４歳）の割合は１１．５％、生産年齢人

口（１５～６４歳）の割合は６０．５％となっており、いずれも年々低下している。 

一方、老年人口（６５歳以上）の割合は上昇を続けており、平成３１年には２８．０％

となっている。 

 

人口動態 
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※外国人を含む、平成31年4月1日現在

④地区別人口及び世帯あたり人口 

地区別の人口をみると、松伏地区は１１，１８５人で町内全体の３８．１％を占めて最

も多い。次いで、ゆめみ野・ゆめみ野東地区が５，６７８人で１９．３％を占めており、

この２地区を合わせて町内全体の５７．４％を占めている。 

地区別の世帯あたり人口をみると、築比地地区（２．３１人）、松伏地区（２．３５人）、

金杉地区（２．３６人）は他の地区に比較してやや少なく、他方、ゆめみ野・ゆめみ野東

地区（２．７２人）、松葉地区（２．７１人）は他の地区に比較して多くなっている。 

 

 

地区別人口及び世帯あたり人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



Ⅱ-4 

11,238 

11,945 

2.79 

2.46 

2.00

2.20

2.40

2.60

2.80

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成23 24 25 26 27 28 29 30 31

（世帯）

年

世帯数 １世帯あたり人員

資料：住民基本台帳

※外国人を含む、各年4月1日現在

（人／世帯）

（２）世帯の状況 

①世帯数と１世帯あたり人員 

世帯数をみると、ここ数年は年々増加を続けており、平成２９年の１１，２３８世帯か

ら平成３１年には１１，９４５世帯となり、前年と比較して０．４５％増加している。 

世帯数が増加している一方で人口は減少していることから、１世帯あたり人員は年々減

少しており、平成２３年の２．７９人から平成３１年には２．４６人となっている。 

 

世帯数と１世帯あたり人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②世帯構成 

平成２７年の国勢調査によると、松伏町の一般世帯数は１０，６６６世帯で、そのうち

核家族世帯は６９．５％を占める。核家族世帯の中でも子どもがいる世帯の割合は、夫婦

と子どもの世帯が３７．１％、ひとり親と子どもの世帯は１０．８％を占めている。 

埼玉県の世帯構成と比較すると、松伏町の方が核家族世帯を含む親族世帯の割合が高く、

夫婦と子ども世帯やひとり親と子ども世帯などの子どもがいる世帯の割合も高いことが特

徴である。 

世帯の家族類型別割合 

 

 

 

 

 

                                                   

  

 松伏町 埼玉県 

核家族世帯 69.5%  61.5%  

 夫婦のみ 21.6%  20.7%  

夫婦と子ども 37.1%  31.8%  

ひとり親と子ども 10.8%  9. 0%  

その他の親族世帯 10.8%  7.0%  

非親族及び単独世帯 19.7%  31.5%  

一般世帯合計 100.0%  100.0%  

※一般世帯は、病院・寮などの施設を除い 

 た世帯。 

資料：国勢調査（平成 27 年） 
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女

子どものいる世帯の家族類型では、１５歳未満の子どもがいる世帯の８２．５％が核家

族世帯（夫婦と子どもの世帯が７３．０％、ひとり親と子どもの世帯が９．５％）で、６

歳未満の子どもがいる世帯では８５．０％が核家族世帯（夫婦と子どもの世帯が８０．２％、

ひとり親と子どもの世帯が４．８％）となっている。 

なお、平成２２年には１５歳未満の子どもがいる世帯の核家族世帯の割合は７８．７％、

６歳未満の子どもがいる世帯では８１．５％であったので、核家族世帯の割合がより高く

なっていることがうかがえる。 

 

子どもがいる世帯の家族類型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③未婚率 

松伏町の未婚率について、平成２２年と平成２７年を比較すると、男女ともにほとんど

すべての年齢階層において平成２７年の未婚率の方が高くなっている。 

女性では２０~２４歳で５．０ポイント、２５~２９歳で０．５ポイント、３０~３４歳

で４．４ポイント上昇し、男性では２５~２９歳で３．６ポイント、３０~３４歳で１．２

ポイント、３５~３９歳で６．５ポイント上昇している。 

 

未婚率の推移 
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資料：埼玉県保健医療政策課

２ 出生・女性の就労の状況 

 

（１）出生の状況 

①出生数 

出生数は、平成２０年度から平成２１年度は２４０人前後であったが、平成２２年度か

ら平成２４年度には２００人前後、平成２５年度から平成２８年度には１８０人前後と

徐々に減少する傾向が続き、平成２９年度には１４６人とさらに少なくなっている。 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②合計特殊出生率 

合計特殊出生率の推移をみると、松伏町は全国、埼玉県と比較すると一貫して合計特殊

出生率が低くなっている。 

平成２０年から平成２７年までは概ね１．１０を前後して推移してきたが、平成２８年

に１．３４となった後、平成２９年には０．９７と落ち込んでいる。 

 

合計特殊出生率の推移 
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資料：埼玉県保健医療政策課

母親の年齢

松伏町の平成２９年の合計特殊出生率０．９７の年齢層別構成をみると、２５～２９歳

が０．３１と最も高く、次いで３０～３４歳の０．２９、３５～３９歳の０．２３と続い

ている。 

全国と埼玉県では３０～３４歳が最も高く、全国では０．５１、埼玉県で０．５０とな

っており、それぞれ松伏町よりも０．２２ポイント、０．２１ポイント高くなっている。

２５～２９歳は、全国は松伏町よりも０．１０ポイント高く、埼玉県は０．０８ポイント

高くなっている。 

 

平成２９年合計特殊出生率の母親の年齢層別構成 
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※平成27年10月1日現在 資料：国勢調査

（２）女性の就労の状況 

①年齢階層別労働力率 

松伏町（全体）の女性の年齢階層別労働力率をみると、学齢期を過ぎた２５～２９歳で

７５．４％と一度ピークを迎えるものの、３０～３４歳では６８．０％と低くなり、３５

～３９歳以降５０～５４歳までは７割以上の労働力率となっている。 

埼玉県（全体）と比較すると、２５～２９歳と３０～３４歳では松伏町の方が低いもの

の、それ以外の年齢階層別労働力率は概ね松伏町の方が高くなっている。 

また、松伏町の有配偶女性の年齢階層別労働力率をみると、ほとんどの年齢階層におい

て女性全体や未婚女性よりも下回っており、特に、３５～３９歳まではかい離が大きい。

しかし、４０～４４歳では有配偶女性７２．３％、女性全体７６．０％と、その差は３．

７ポイントと小さくなっており、その後の年齢階層においても有配偶女性と女性全体の差

は小さなものとなっている。 

 

 

女性の年齢階層別労働力率 
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※各年10月1日現在 資料：国勢調査

②有配偶女性の労働力率の動向 

松伏町の有配偶女性の年齢階層別労働力率の推移をみると、４０歳未満では平成１７年

から平成２２年にかけては２５～２９歳、３０～３４歳の年齢階層における労働力率が上

昇している。 

平成２２年から平成２７年にかけて、２５～２９歳、３０～３４歳ではやや労働力率が

下がるものの、３５～３９歳では８．５ポイントと大きく上昇している。 

４０歳以上では、４０～４４歳の労働力率は平成１７、２２、２７年でさほど変化はな

いが、４５～４９歳以降の年齢階層ではいずれも平成２７年の労働力率が最も高くなって

いる。 

 

松伏町の有配偶女性の年齢階層別労働力率 
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資料：学校基本調査（各年5月1日現在）

138人

380 369
352

333
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136
131

３ 教育・保育施設の状況 

 

（１）幼稚園 

松伏町には幼稚園が３園あったが、平成２７年以降は２園が認定こども園に移行したこ

とにより、１園となっている。園児数は、３園あった平成２６年には２９７人であったが、

１園となった平成２７年以降は１３０人台で推移しており、平成２９年には１３８人とな

っている。 

 

幼稚園の児童数と園数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）保育所（園） 

松伏町には保育所（園）が５園あったが、平成２７年４月以降は２園が認定こども園に

移行したことにより、３園となっている。児童数は、平成２４年以降は４００人台で推移

しており、平成２７年には４４０人であったが、３園となった平成２７年以降は２５０～

２６０人台で推移し、平成３０年には２５５人となっている。 

 

保育所（園）の児童数と園数の推移 
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資料：すこやか子育て課（各年3月1日現在）
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資料：統計まつぶし

656人
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737
698

648

（３）認定こども園 

松伏町の認定こども園は、平成２７年４月以降２園が開設されており、平成３０年の児

童数は２６３人となっている。 

なお、幼稚園、保育所（園）、認定こども園に通う児童数の合計をみると、平成２０年度

には７７４人（幼稚園と保育所（園）の合計）であったが、平成２９年度には６５６人と

１１８人減少している。 

 

認定こども園の児童数と園数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育・保育施設を利用する児童数（未就学児）の推移 
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平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

児童数

（人）

年

４年生以上

３年生

２年生

１年生

クラブ数

クラブ数

資料：すこやか子育て課（各年4月1日現在）

306人292 289
320 306 301

332
346 341 333

（４）学童クラブ 

松伏町には６つの学童クラブがある。全体の児童数は平成２７年に３４６人となって以

降減少を続け、平成３０年には３０６人となった。６クラブ合計の募集定員は３５５人で

人数的には余裕があるが、通常より手厚い保育を要する児童が増えている影響もあって、

保育の質を維持する観点ではさほど余裕のない状況となっている。 

 

 

学童クラブの児童数とクラブ数の推移 
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４ 前期計画の評価 

 

（調査中） 
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63.3 

31.3 

13.1 

3.0 

11.8 

0.3 

0 20 40 60 80

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に祖父母等の

親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

子どもをみてもらえる友人・知人がいる

日常的に子どもをみて

もらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

(%)
n=297

５ ニーズ調査結果の概要 

 

（１）日頃みてもらえる親族・知人の有無（未就学児童） 

・「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」は３１．３％と約３分の１、「緊急時もしく

は用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が６３．３％と半数以上となっている。 

・その一方で、「いずれもいない」は１１．８％あった。 

 

日頃みてもらえる親族・知人の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）育児の相談（未就学児童・就学児童） 

①気軽に相談できる先の有無（未就学児童・就学児童） 

 

気軽に相談できる先の有無 

・気軽に相談できる先が「ある」の

は、未就学児童では９４．９％、

就学児童では９４．４％と、とも

に９割以上を占めている。 

 

 

 

 

 

 

  

94.9 

4.7 

0.3 

94.4 

5.6 

0.0 

0 20 40 60 80 100

ある

ない

無回答

未就学児童(n=297)

就学児童(n=302)

(%)



Ⅱ-15 

②気軽に相談できる先の有無（未就学児童・就学児童） 

 

相談できる先 

・未就学児童、就学児童ともに「祖

父母等の親族」や「友人や知人」

が多く、いずれも７割台～８割台

になっている。就学児童にみられ

るように、子どもの年齢が上がる

と、「祖父母等の親族」よりも「友

人や知人」が多くなったり、「近

所の人」が未就学児童よりも多く

なるなど、血縁よりも地縁による

関係の相談先が多くなる。 

・また、未就学児童では「幼稚園」、

「保育所（園）」、「認定こども園」、

就学児童では「小学校の教員」な

ど、子どもが通う教育施設・保育

施設が相談先としてあげられて

いる。 

 

（３）母親の就労状況（未就学児童・就学児童） 

・未就学児童全体では、「現在は就労していない」が最も多く、４０．４％を占めている。

特に、０～２歳では５２．６％と過半数が「現在は就労していない」と回答している。 

・未就学児童全体では、「フルタイム」は休業中を含めて２３．５％、「パート・アルバイ

ト等」は休業中も含めて３２．６％で、全体の５６．１％が就労している。 

・就学児童全体では、「フルタイム」は休業中を含めて２２．５％、「パート・アルバイト

等」は休業中も含めて５６．７％で、全体の７９．２％が就労している。 

・未就学児童、就学児童を通してみると、休業中を含めた「フルタイム」の割合はどの年

齢層でも約２割を占めており、子どもの年齢による違いはさほどみられない。一方、「パ

ート・アルバイト等」（休業中を含む）は、０～２歳で２１．０％、３～６歳で４２．３％、

就学児童では１～３年生、４～６年生ともに過半数を占めるなど、子どもの年齢が高く

なるにしたがって割合が高くなる傾向がみられる。 

 

  

82.6 

74.8 

14.2 

17.4 

9.9 

16.3 

16.0 

11.3 

0.4 

8.9 

0.4 

1.4 

74.0 

80.7 

19.6 

1.1 

2.5 

20.4 

0.4 

6.7 

0.0 

1.4 

0 20 40 60 80 100

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（※）・NPO

保健所・保健センター

幼稚園

保育所（園）

認定こども園

小学校の教員

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

町のすこやか子育て課

その他

未就学児童(n=282)

就学児童(n=285)

(%)

（※子育て支援施設：地域子育て支援拠点、児童館等）

－

－

－

－
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フルタイム

15.8 

10.5 

20.2 

フルタイム

（休業中）

7.7 

13.5 

3.1 

ﾊﾟｰﾄ･

ｱﾙﾊﾞｲﾄ等

30.6 

18.0 

41.1 

ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ等

（休業中）

2.0 

3.0 

1.2 

現在は就労

していない

40.4 

52.6 

30.1 

これまで

就労した

ことがない

2.4 

2.3 

2.5 

無回答

1.0 

0.0 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未就学児童全体

(n=297)

０～２歳（n=133)

３～６歳（n=163)

［未就学児童］

フルタイム

22.2 

20.6 

22.9 

フルタイム

（休業中）

0.3 

0.8 

0.0 

ﾊﾟｰﾄ･

ｱﾙﾊﾞｲﾄ等

56.0 

57.3 

55.3 

ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ等

（休業中）

0.7 

0.8 

0.6 

現在は就労

していない

15.6 

16.0 

15.3 

これまで

就労した

ことがない

3.6 

3.8 

3.5 

無回答

1.7 

0.8 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学児童全体

(n=302)

１～３年生

（n=131)

４～６年生

（n=170)

［就学児童］

母親の就労状況 
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（４）母親がパート・アルバイト等の場合の就労状況（未就学児童・就学児童） 

①週当たり就労日数 

週当たり就労日数 

・未就学児童では、「５日」が４１．２％で最

も多く、「４日」が３８．１％となっている。 

 

・就学児童では、「４日」が３６．３％で最も

多く、「５日」が３０．４％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②１日当たり就労時間 

１日当たり就労時間 

・未就学児童では、「５時間」が２７．８％

で最も多く、「６時間」が２４．７％と

なっている。 

 

・就学児童では、「４時間」が２９．８％

で最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.1 

9.3 

9.3 

38.1 

41.2 

0.0 

1.8 

5.8 

22.2 

36.3 

30.4 

1.2 

0 20 40 60

１日

２日

３日

４日

５日

６日

未就学児童（n=97)

就学児童(n=171)

(%)

1.0 

7.2 

17.5 

27.8 

24.7 

15.5 

6.2 

2.3 

6.4 

29.8 

20.5 

18.7 

12.3 

7.0 

0 10 20 30 40

２時間以下

３時間

４時間

５時間

６時間

７時間

８時間以上

未就学児童（n=97)

就学児童(n=171)

(%)
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フルタイム

18.2%

パートタイ

ム、アルバイ

ト等

78.8%

無回答

3.0%

n=33
3.4 

6.9 

24.1 

31.0 

5.2 

5.2 

10.3 

1.7 

8.6 

3.4 

0 20 40

１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

６歳

７歳

８～９歳

10歳以上

無回答

(%)
(n=58)

（５）母親が就労していない場合の就労希望（未就学児童） 

①今後の希望 

・「これまで就労したことがない」あるいは「現在就労していない」母親のうち２６．０％

には１年以内の就労希望があり、１年より先の就労を希望する場合を含めて７１．７％

には将来的な就労の意向がある。 

 

今後の就労希望（就労していない場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②１年より先の就労を希望する場合の一番

下の子どもの年齢 

・「４歳」（３１．０％）と「３歳」 

（２４．１％）で過半数を占めている。 

・ 次に多いのは、小学校入学後となる「７

歳」で１０．３％となっている。 

 

 

一番下の子どもの年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③すぐにでも、もしくは１年以内の就労を希

望する場合の就労形態 

・すぐにでも、もしくは１年以内の就労を希

望しているのは３３人で、そのうち「パー

トタイム、アルバイト等」を希望するのは

７８．８％、「フルタイム」を希望するの

は１８．２％となっている。 

 

希望する就労形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育てや家

事などに専念

したい

（就労の予定

はない）

25.2%

１年より先、

一番下の子

どもが○○歳

になったころ

に就労したい

45.7%

すぐにでも、も

しくは

１年以内に就

労したい

26.0%

無回答

3.1%

n=127
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47.1 

40.1 

27.6 

21.5 

16.2 

10.4 

5.4 

3.4 

2.7 

2.4 

0.7 

0.3 

0.0 

3.0 

22.2 

18.5 

13.8 

4.0 

3.7 

0.0 

0.7 

0.3 

1.0 

0.3 

0.0 

0.7 

0.0 

0.3 

0 20 40 60

幼稚園（通常の就園時間の利用）

認可保育所（園）

認定こども園（保育園部分）

幼稚園の預かり保育

認定こども園（幼稚園部分）

認定こども園（幼稚園部分）の預か

り保育

ファミリー・サポート・センター

小規模な保育施設

事業所内保育施設

家庭的保育

居宅訪問型保育

その他の認可外の保育施設

その他

無回答

利用したい事業

利用している事業

(%)
n=297

（６）利用したい教育・保育事業と現在の利用率（未就学児童） 

・利用したい事業は「幼稚園」が４７．１％で最も多く、次いで「認可保育所（園）」が

４０．１％、「認定こども園（保育園部分）」が２７．６％となっている。 

・子どもの年齢３歳以上では、利用したい事業は「幼稚園」が４６．０％、次いで「認可

保育所（園）」が３１．３％、「認定こども園（保育園部分）」が２３．３％となっている。 

・子どもの年齢３歳以上で現在の利用率と利用希望の差が大きいのは「幼稚園の預かり保

育」で、利用率７．４％に対し利用希望率２０．２％と１２．８ポイントの差がある。

また、「認可保育所（園）」、「認定こども園（幼稚園部分）」、「認定こども園（幼稚園部分）

の預かり保育」では、いずれも利用率と利用希望率に８．０ポイントの差がある。 

 

 

 

利用したい事業と現在の利用率（複数回答）    利用したい事業と現在の利用率（３歳以上・複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

46.0 

31.3 

23.3 

20.2 

14.7 

8.0 

6.1 

3.1 

1.8 

1.8 

0.6 

0.0 

0.0 

3.7 

39.3 

23.3 

19.0 

7.4 

6.7 

0.0 

0.6 

0.0 

0.0 

0.6 

0.0 

1.2 

0.0 

0.6 

0 20 40 60

幼稚園（通常の就園時間の利用）

認可保育所（園）

認定こども園（保育園部分）

幼稚園の預かり保育

認定こども園（幼稚園部分）

認定こども園（幼稚園部分）の預か

り保育

ファミリー・サポート・センター

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

居宅訪問型保育

その他の認可外の保育施設

その他

無回答

利用したい事業

利用している事業

(%)
n=163
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68.7 

8.4 

21.9 

1.0 

82.5 

3.4 

10.4 

3.7 

0 20 40 60 80 100

利用する必要はない

ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用したい

無回答

土曜日の利用希望

日曜日・祝日の利用希望

(%)
n=297

（７）土曜日・休日の教育・保育事業の利用希望（未就学児童） 

・土曜日は６８．７％、日曜日・祝日は８２．５％が「利用する必要はない」と感じてい

る。 

・一方、利用希望がある人についてみると、土曜日は「月に１～２回は利用したい」が

２１．９％、「ほぼ毎週利用したい」は８．４％となっている。日曜日・祝日は「月に１

～２回は利用したい」が１０．４％、「ほぼ毎週利用したい」は３．４％となっている。 

 

土曜・休日の教育・保育事業の利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）病児保育（未就学児童） 

①子どもが病気やケガで幼稚園や保育所（園）を休んだこと（過去１年間） 

・幼稚園、保育所（園）、認定こども園などを利用している人のうち、過去１年間に子ども

が病気やケガで幼稚園や保育所（園）を休んだことが「あった」のは７０．４％となっ

ている。 

 

子どもが病気やケガで幼稚園や保育所（園）を休んだこと（過去１年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

あった

70.4%

なかった

27.4%

無回答

2.2%
n=179
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20.6 

75.4 

32.5 

19.8 

0.8 

0.8 

0.8 

0.0 

2.4 

3.2 

0 20 40 60 80 100

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に

子どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労して

いない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・

センターを利用した

子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答

(%)n=126

できれば

病児・病

後児保

育施設

等を利用

したい

45.9%

利用した

いとは思

わない

54.1%

無回答

0.0%
n=98

②子どもが休んだ時の対処方法（過去１年間） 

・過去１年間に子どもが病気やケガで幼稚園や保育所（園）を休んだことがある人を対象

にその時の対処方法をたずねたところ、「母親が休んだ」が７５．４％で最も多く、次い

で「親族・知人に子どもをみてもらった」が３２．５％、「父親が休んだ」が２０．６％

となっている。 

 

③病児・病後児保育の利用希望 

・子どもが病気やケガで幼稚園や保育所（園）を休んだ時に父親か母親が休んで対処した

人にたずねたところ、「できれば病児・病後児保育施設等を利用したい」が４５．９％で

半数近くを占めている。 

・自由意見では、病児・病後児の施設が少ない、町内に欲しい、といった意見があげられ

ている。 

 

 

子どもが休んだ時の対処方法（複数回答）     病児・病後児保育の利用希望 
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75.5 

13.9 

60.6 

7.3 

7.9 

15.6 

0.0 

24.8 

1.7 

82.1 

16.2 

50.7 

4.0 

2.3 

15.9 

0.3 

19.9 

0.3 

0 20 40 60 80 100

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

放課後子ども教室

学童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

今後 現在

(%)n=302

68.7 

9.2 

61.1 

7.6 

7.6 

29.8 

0.0 

19.1 

0.8 

69.5 

10.7 

48.1 

6.1 

3.8 

29.8 

0.0 

14.5 

0.0 

0 20 40 60 80 100

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

放課後子ども教室

学童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

今後 現在

(%)n=131

（９）放課後の過ごし方（就学児童） 

・今後の放課後の過ごし方の希望は、就学児童全体では「自宅」が７５．５％と最も多く、

次いで「習い事」が６０．６％、「その他（公民館、公園など）」が２４．８％、「学童ク

ラブ（学童保育）」が１５．６％となっている。 

・１～３年生に限った場合でも概ね同様の傾向であったが、「学童クラブ（学童保育）」に

ついては就学児童全体よりも希望する割合が高く、２９．８％となっている。 

 

 

 

現在と今後の放課後の過ごし方（複数回答）    現在と今後の放課後の過ごし方（１～３年生・複数回答） 
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６ 子ども・子育て支援の課題 

 

（１）地域支え合いの環境づくり 

・子どものいる世帯のうち核家族世帯は８割以上を占めている。また、１世帯あたりの人

員は平成３１年４月現在２．４６人で、年々減少している。 

・日頃子どもをみてもらえる親族・知人として、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」

は３１．３％（未就学児童）、気軽に相談できる先として「祖父母等の親族」が８２．６％

（未就学児童）であるなど、子育てを支援する存在として親族が大きな位置づけを占め

ている。 

・一方で、「日頃みてもらえる親族・知人はいない」が１１．８％（未就学児童）、「気軽に

相談できる先はない」が４．７％（未就学児童）など、子育ての支援がどこからも得ら

れない家庭もあり、これらの家庭を積極的に支援する仕組みが必要である。 

 

（２）働く母親とその子どもへの支援 

・女性の労働力率は、有配偶女性も含めて年々高くなってきている。 

・未就学児童保護者では、休業中も含めて全体の５６．１％の母親が就労している。就学

児童保護者では、休業中も含めて全体の７９．２％の母親が就労している。未就学児童、

就学児童ともに、前回調査である平成２５年度調査結果と比較して就労している母親の

割合は高くなっている。 

・未就学児童保護者で就労していない母親のうち、７１．７％には将来的な就労意向があ

る。前回調査時には４８．１％であったので、実際の就労率に加えて就労意向も高くな

っている。 

 

（３）保育時間の長時間化と終了時間の延長に対するニーズへの対応 

・定期的な教育・保育事業の１日当たりの利用時間について。 

（現状）８時間以内：６６．３％、それ以上：３３．７％ 

（希望）８時間以内：５６．３％、それ以上：４３．８％ 

・開始時間が８時より早い利用について。 

（現状）５．７％    （希望）９．７％ 

・終了時間が１７時を超える利用について。 

（現状）２２．９％   （希望）３４．７％ 
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（４）土曜日・休日、幼稚園の長期休暇中における保育ニーズへの対応 

・土曜日の定期的な教育・保育事業の利用希望について。 

（ほぼ毎週）８．４％  （月に１～２回）２１．９％ 

・日曜・祝日の定期的な教育・保育事業の利用希望について。 

（ほぼ毎週）３．４％  （月に１～２回）１０．４％ 

・幼稚園の利用者のうち、長期休暇中の利用希望について。 

（ほぼ毎日）１３．０％  （週に数日）４５．５％ 

 

（５）病児・病後児保育ニーズへの対応 

・未就学児童で定期的な教育・保育事業の利用者のうち７０．４％がこの１年間で病気や

ケガのために幼稚園や保育所（園）を休んだと回答している。また、そのうち７７．８％

が母親か父親が仕事を休むことで対応しており、さらに４５．９％（定期的な教育・保

育事業の利用者全体の２５．１％）が病児・病後児保育の利用を希望している。 

・自由意見では、病児・病後児保育の施設が少ない、町内に欲しい、という要望があげら

れている。 

 

（６）不定期の教育・保育事業（一時預かり等）のニーズへの対応 

・幼稚園の預かり保育については、３歳以上の利用率が７．４％であるのに対して、利用

希望が２０．２％となっている。また、認定こども園（幼稚園部分）の預かり保育では

３歳以上の利用者がいなかったが、利用希望は８．０％となっており、幼稚園の預かり

保育に関して実際の利用率と利用希望の差が大きい。 

・不定期の教育・保育事業（一時預かり、幼稚園等の預かり保育、ファミリー・サポート・

センター等）を利用したことがある人は１０．１％となっている一方で、事業を利用し

たい人は３９．１％となっている。ただし、「利用する必要はない」（５７．２％）は前

回調査結果（４７．９％）より増加している。 

・自由意見では、一時預かりができる施設や定員の増加、育児休業中の一時預かり、長期

休暇や急な休みなどの時に対応してくれる所がほしい、といった意見があげられている。 

 

（７）職場における子育て両立支援の促進 

・未就学児童保護者で働いていた母親のうち育児休業を取得したのは６９．１％で、前回

調査結果（５５．１％）より増加している。 

・育児休業を取得していない理由として、職場の制度や雰囲気が影響している回答に着目

すると、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」や「仕事に戻るのが難しそうだ

った」（ともに１３．２％）は前回調査結果よりも減少している。しかしながら「職場に
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育児休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」という回答は、前回調査結果

２１．０％から今回調査結果３１．６％に増加している。 
 

・育児休業からの職場復帰時期については、「希望より早く復帰した」が６４．８％と過半

数を占めている。その理由としては、「希望する保育所（園）等に入るため」が５１．４％

と最も多く、前回調査時よりも増加している。 
 

・父親の育児休業の取得状況は「取得した（取得中である）」が３．７％、「取得していな

い」が８５．２％で、前回調査時からさほど変化していない。 

 

（８）就学児童向けの放課後におけるサービスの充実 
 

・５歳以上の未就学児童を持つ保護者のうち、４１．３％が低学年（１～３年生）におけ

る学童クラブの利用を希望している。 
 

・これに対して、就学児童のうち低学年（１～３年生）の学童クラブの利用率は２９．８％

にとどまっている。 
 

・学童クラブに関する自由意見として、長期休暇中の利用や利用時間の延長などへの要望、

利用環境やサービス内容への要望等があげられている。 
 

・放課後子ども教室については、現在実施している小学校以外でも実施してほしいという

要望や、情報提供の充実を望む意見があげられている。 

 

（９）子どもや子育てを支援するまちづくりの充実 
 

・ニーズ調査の自由意見では、子どもや子育てに関連する公共施設整備や、まちづくりの

充実に関する意見も多かった。 
 

・公園の整備に関する要望は、未就学児童保護者、就学児童保護者ともに多いが、特に未

就学児童保護者からの要望が高かった。設備の充実に関しては、遊具の充実があがって

おり、未就学児童保護者からは乳幼児が遊べる遊具の充実、就学児童保護者からは鉄棒、

ブランコ、砂場等の要望があげられている。公園の管理については、除草や動物のフン

の除去等、衛生面に関する要望が多い。公園の設置についての意見では、地区による公

園数の偏りや、ボール遊びなどができる公園がほしいといった意見があげられている。 
 

・安全の確保については、行動範囲が広がる就学児童保護者からの要望が多かった。防犯

面からは、街灯の増設や不審者対策、一人になってしまう場所への不安があげられてい

る。交通安全面からは、歩道や道路の整備、スクールゾーンの設置などへの要望があげ

られている。 
 

・子ども向けの公共施設に関する要望も多い。未就学児童保護者からは、子どもが遊べる

施設や場所への要望や、児童館に関する要望があげられている。就学児童保護者からは、

勉強できる場所等への要望があげられている。 


